
 
福祉医療機構では、施設・法人の経営状況を的確に把握するための手軽なツールとして、簡易経営診断をご用意して

おります。お客さま内部でのご説明資料として、また、今後の事業計画を立てるうえでの指針として役立てるなど、さ

まざまな用途にご利用いただけます。 

 

Point① お客さまの施設に近いデータとの比較による診断です！ 

お客さまの施設・法人の経営状況について、全国の同種・同規模など、お客さまの施設に近いデータ

を抽出して比較分析を行います。 

 

Point② 経営の課題がどこに隠れているかが一目でわかります！ 

       詳細な指標項目まで着目し、財務情報に関する法人の課題、機能性や損益情報に関する施設・ 

事業への課題がどこに隠れているかを浮き彫りにします。 

 

Point③ 施設の経営状況がランキング形式で明らかになります！ 

        一年間の経営状況について、経常増減差額比率・経常利益率からみた該当施設・事業のポジション 

をご確認いただけます。 

 

対象施設  特別養護老人ホーム、通所介護、ケアハウス、保育所、認定こども園、病院、 

介護老人保健施設 

      ＊お申込みいただいた施設・事業の診断書には、法人全体（社会福祉法人・医療法人等）の財務診断も含まれます。 

提出書類  お申込みにあたっては、次の書類をご提出いただきます。 

①簡易経営診断申込書  ②直近１カ年の決算書一式  ③事業報告書（機構様式）  ④施設状況票（機構様式） 

料  金   1 施設 １０,８００円（税込） 

 

発送時期   ①平成２９年度決算の診断 決算データ集計・分析後の１１月頃から順次お届けします。 

②平成２８年度決算の診断 お申込みいただいてから概ね３週間程度でお届けします。 

      ＊お申し込みの受付について 

       ①については詳細が決まり次第、機構ホームページ等でお知らせいたします。②については随時受付を行っております。 

 

      〇簡易経営診断サンプル 

 

 

【法人全体診断】 【事業単位診断】 特別養護老人ホーム

経営指標 施設値 施設の立ち位置 検出事項
法人値(%) 法人の立ち位置

法人値(%) 法人の立ち位置

法人値(%) 法人の立ち位置

法人値(回) 法人の立ち位置

法人値(%) 法人の立ち位置

法人値(年) 法人の立ち位置 （債務償還財源が0以下の場合「－」に表示されます）

法人値(%) 法人の立ち位置

法人値(%) 法人の立ち位置

Bad Good

独立行政法人福祉医療機構　経営サポートセンター　リサーチグループ

社会福祉法人

社会福祉法人　○○会 特別養護老人ホーム○○園

黒字施設平均
（参考）

貴法人全体の財務状況について、次のとおりご報告いたします。
施設タイプ ユニット型

Bad Good

流動比率（短期の資金繰りに関する経営指標）

貴事業所の経営状況について、次のとおりご報告いたします。

経常増減差額 経常増減差額比率(%) 3.6
～-3.4 -3.4～1.7 1.7～5.5 5.5～10.4 10.4～

8.4
★

★

～190.7 190.7～289.2 289.2～421.6 421.6～663.3 663.3～

サービス活動
増減差額

サービス活動
増減差額比率(%) 5.3

～-2.6 -2.6～2.5 2.5～6.4

389.1

6.4～11.3 11.3～
9.4

★

現預金比率（短期の資金繰りに関する経営指標）

4,726
★

サービス活動
収益

定員１人当たり
サービス活動収益(千円) 4,561

～4045 4045～4429 4429～4668 4668～4930 4930～

13487～14160 14160～
12,999

★
282.5

～105.3 105.3～189.8 189.8～297.3 297.3～502.7 502.7～ 入所者１人１日当たり
介護保険事業収益

入所者１人１日当たり
介護保険事業収益(円) 13,770

★

～12337 12337～13027 13027～13487

3.74
★

介護保険
事業収益

この指標が低い場合、介護保険事業収益が他事業所より低くなる可能性があります。
平均要介護度の上昇は、基本報酬に直接影響を与えるだけでなく、日常生活継続支援加算や認知症専門ケ
ア加算など各種加算取得にもつながる可能性がありますが、受入体制の整備なども不可欠となります。入所者要介護度 3.42

～3.52 3.52～3.7 3.7～3.85 3.85～4.01 4.01～

3.82
固定長期適合率（固定資産の資金調達に関する経営指標） ★

特養入所者要介護度 3.67
～3.6 3.6～3.79 3.79～3.94 3.94～4.12 4.12～

3.04
★

短期入所者要介護度 2.78
～2.67 2.67～2.9 2.9～3.09 3.09～3.29 3.29～

年間
延べ利用者数

入所
利用率

入所利用率(%) 90.7
～89 89～93.4 93.4～95.9

★
74.8

～94.9 94.9～91.3 91.3～86.9 86.9～79.8 79.8～

95.9～98 98～
93.7

★

固定資産回転率（固定資産の活用に関する経営指標）
営業日数 特養入所利用率(%) 96.7

～92.6 92.6～95.4 95.4～97.1 97.1～98.6 98.6～
95.4

上記以外のサー
ビス活動収益

★

定員数
96.26～

80.7
0.81

～0.39 0.39～0.49 0.49～0.58 0.58～0.72 0.72～
短期入所利用率(%) 78.8

～59.84 59.84～76.78 76.78～87 87～96.26

★

★

人件費 人件費率(%) 61.2
～69.2 69.2～64.7 64.7～61.2 61.2～56.7 56.7～

59.9
★

借入金比率（借入金の多寡に関する経営指標）

3,976
★

従事者１人
当たり人件費

従事者１人当たり
人件費(千円) 3,856

～4574 4574～4101 4101～3740 3740～3331 3331～

常勤換算
従事者数

入所者１０人当たり
従事者数(人) 7.97

～10 10～8.55 8.55～7.66 7.66～6.82 6.82～
7.60

★

6604～7374 7374～
6,640

★
90.5

～74.3 74.3～39.2 39.2～20.5 20.5～9.4 9.4～ サービス活動
費用

従事者１人当たり
サービス活動収益(千円) 6,305

★

～5257 5257～5985 5985～6604

この指標が著しく高い場合は、法人の収益規模に対して長期の借入金が過大である可能性があります。
利益率にもよりますが、過大な借り入れは法人の資金繰りを悪化させます。
ただし借入からの経過年数が短い法人は、借入金残高が大きいため借入金比率は高くなる傾向があります。 86.1

★
労働分配率(%) 92.0

～103.7 103.7～96.1 96.1～90.3 90.3～83.6 83.6～

事業費 事業費率(%) 14.2
～17.1 17.1～15.3 15.3～14 14～12.7 12.7～

14.2
債務償還年数（借入金の返済力に関する経営指標） ★

5.9うち給食費 給食費率(%) 5.4
～7 7～6.2 6.2～5.8 5.8～5.2 5.2～

★

8.1
－ ～8 8～3.6 3.6～1.5 1.5～

★ 入所者１人1日当たり
給食費(円)

うち水道光熱費 水道光熱費率(%) 5.7
～4.8 4.8～4.2 4.2～3.6

765
この指標が著しく長い場合は、法人の収益力に対して長期借入金が過大であり、法人の資金繰りを悪化させている可能性が
あります。ただし法人内で開設した施設があるなど新たな借入金がある場合にはこの値が長くなります。また、「－」と表示され
ている場合は、償還財源がなく、得られた収益から返済できないことを意味していますので早急に改善が必要です。
結果、法人の保有する資金を取り崩しながら返済をしなければならなくなり、早急に改善を要する状況といえます。

★
750

～923 923～823 823～770 770～702 702～

3.6～3 3～
3.9

★

収益総額に問題が見られず、この指標が高い場合、水道光熱費の節約に向けた取り組みが必要です。
ただし、この指標は事業を実施する地域や建物の規模などによって大きな違いが生じてくる項目です。数年間
の費用の推移などと併せて検討いただく必要があります。

純資産比率（法人の長期安定性に関する経営指標）

事務費 事務費率(%) 12.6
～13.6 13.6～11.2 11.2～9.1 9.1～6.5 6.5～

9.6
★

★

～32.9 32.9～39.9 39.9～46.9 46.9～57.5 57.5～

うち業務委託費 業務委託費率(%) 7.7
～8.6 8.6～6.9 6.9～5

46.2

5～1.8 1.8～
5.5

★

総資産経常増減差額比率（法人の包括的な経営成績に関する経営指標）

1.0
★

うち土地・建物
賃借料率

土地・建物賃借料率(%) 1.2
～1.5 1.5～0.6 0.6～0.3 0.3～0 0～

上記以外の
費用

うち修繕費 修繕費率(%) 0.3
～0.8 0.8～0.5 0.5～0.2 0.2～0.1 0.1～

0.5
★

1.6
～-0.3 -0.3～1.1 1.1～2.4 2.4～4.3 4.3～ サービス活動外

収益
減価償却費 減価償却費率(%) 6.7

★ サービス活動外
増減差額

★
6.7

～10.2 10.2～7.8 7.8～6.1 6.1～4.3 4.3～

サービス活動外
費用

うち支払利息 経常収益対支払利息率(%) 0.4
～2 2～1.3 1.3～0.8 0.8～0 0～

1.5
★

増減差額に関する項目 収益に関する項目 人件費に関する項目 経費等に関する項目

増減差額比率のポジション
赤ゾーンに該当する指標数 赤ゾーンに該当する指標数 赤ゾーンに該当する指標数 赤ゾーンに該当する指標数

総合評価

赤ゾーンに該当する指標数 赤ゾーンに該当する指標数 赤ゾーンに該当する指標数

2 / 8 2 / 25 4 / 33

0 / 2 1 / 8 0 / 5 1 / 10

法人に関する項目 事業に関する項目

平成○○年○月○日

0 / 2 0 / 2 2 / 2 0 / 2

資金繰りに関する
項目

固定資産に関する
項目

借入金に関する
項目

財務状況に関する
項目

赤ゾーンに該当する
指標数

赤ゾーンに該当する
指標数

赤ゾーンに該当する
指標数

赤ゾーンに該当する
指標数

（施設数）

低い ← → 高い0

100

200

300

400
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Make a vision together 

簡易経営診断のごあんない 

【お問い合わせ先】 

独立行政法人福祉医療機構 経営サポートセンター  リサーチグループ 

    〒105-8486 東京都港区虎ノ門 4-3-13 ﾋｭｰﾘｯｸ神谷町ﾋﾞﾙ 9 階 

           Tel 03-3438-9932  Fax 03-3438-0371 

※ 実際の診断書とは一部異なる場合があります。 

同種・同規模の全国指標との比較に

より、お客さまの施設・事業により

近いデータと比較できます。 

経営状況をランキング形式で可視

化することで、同種同規模の施設・

事業での立ち位置が把握できます。 

施設・事業の機能性や収益・費用の

指標項目を細分化しているため、 

どの部分に課題が見られるかをあ

ぶり出せます。 

法人全体の財務状況に

着目し、財務に関する課

題を浮き彫りにします。 


